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政策調査に関する包括的委託業務 仕様書 

 

１ 業務名称 

政策調査に関する包括的委託業務 

 

２ 業務目的 

本業務は、本市が抱える課題を把握したうえで、本市を取り巻く社会経済情勢や国の動

向、国内の他都市や海外の先進的取組み等について、客観的データや情報の収集・分析を

行い、全市的な政策・施策の企画立案に資することを目的とする。 

 

３ 業務内容 

・委託期間中に発生した調査依頼事項について、本市と協議の上、本市が定める調査の

仕様（目的、内容、期限等）に基づき調査を実施し、報告書を提出する。 

なお、上記の仕様には、以下の事項を含める。 

（ア）原則、報告書の提出までに簡易な概要の報告を１週間程度で行い、詳細なデー

タ・現況整理を行った内容を１か月程度で報告すること。 

   なお、本市と協議の上、上記によらない期限とすることができる。 

（イ）可能な限り、海外での先行事例を報告内容に含めること。 

（ウ）報告書に、調査結果に基づく神戸市行政への示唆を含めること。 

  ・委託期間中の調査依頼件数のうち、５件までを基本委託料対象業務とし、５件を超え

る部分については、実績加算額対象業務とする。 

なお、調査依頼件数の上限は10件とする。 

 

【調査依頼事項（例）】 

・政令市等における産業誘致の事例調査 

・人口の転入超過に特徴がある都市の取り組みに関する調査 

・他都市におけるにぎわいづくり施策の事例調査 

・各国の寄附行為の動向に関する調査 

・国内外のナイトタイムエコノミーの取り組み事例調査 

 ・各省庁の有識者会議等の議事録・資料の整理 

   ・他都市の予算や特定の分野（子育て等）の施策の整理 

   ・多様な主体との連携手法の整理（法令に基づく制度、他都市独自の制度） 等 

 

４ 委託契約期間 

契約締結日から令和８年３月 31 日まで 
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５ 業務の進捗報告・成果物 

（１）業務の実施・検討においては本市と十分に連携し、定期的に報告及び調整を行うこと。 

（２）報告書は電子データで提出すること。 

（３）１件あたりの成果物は、ワード（A4 サイズ）で 10 枚以上、又はパワーポイント（A4

サイズ）で 20 枚以上とする。 

 

６ 留意事項 

（１）再委託 

原則として、本業務の全部又は一部を第三者に再委託してはならない。ただし、事前

に書面にて報告し、本市の承諾を得たときはこの限りではない。 

（２）著作権の帰属 

本業務により作成された成果物等の著作権は、本市に帰属するものとする。 

（３）秘密の順守 

受託者は、本業務により知り得た情報等を本業務においてのみ使用することとし、こ

れらを他の目的に使用し、又は他のものに漏洩してはならない。本業務の契約が終了し、

又は解除された後においても同様とする。 

（４）記載外事項 

本仕様書に定めのない事項又は本仕様書について疑義の生じた事項については、本市

と受託者とが協議して定めるものとする。 

（５）第三者の権利侵害 

受託者は本市に対し、納品する成果物が第三者の特許権、著作権、意匠権、商標権そ

の他日本国の法令に基づき保護される第三者の権利を侵害しないことを保証すること。 

（６）費用分担 

受託者が業務を遂行するにあたり必要となる経費は，契約金額に含まれるものとし，

市は，契約金額以外の費用を負担しない。 

（７）情報セキュリティ 

業務の遂行にあたっては、本市の「神戸市情報セキュリティポリシー」及び「情報セキュ

リティ遵守特記事項」を遵守すること。 

なお、「神戸市情報セキュリティポリシー」及び「情報セキュリティ遵守特記事項」につい

ては、以下のホームページを参照すること。 

https://www.city.kobe.lg.jp/a06814/shise/jore/youkou/0400/policy.html 

https://www.city.kobe.lg.jp/a06814/shise/jore/youkou/0400/policy.html

